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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領：別紙１ 許可との整合性】 

＜比較検討＞ 

  

発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

１）発電用原子炉の設置の許可との

整合性に関する説明書 

法第４３条の３の５第１項若

しくは第４３条の３の８第１項

の許可を受けたところ又は同条

第３項若しくは第４項前段（規

則第６条で定める変更に係るも

の）の規定により届け出たとこ

ろによる設計及び工事であるこ

とが法第４３条の３の９第３項

第１号で認可基準として規定さ

れており、当該基準に適合する

ことを示す必要がある。なお、

変更の工事において、変更に係

る内容が許可の際の申請書等の

記載事項でない場合において

は、許可に抵触するものでない

ことを示すこととする。 

別紙１ 

廃棄物管理事業変更許可との整合性に関する説明書の作成要領 

 

 

1.  概要 

 本資料は，設工認申請書に添付書類として要求される「廃棄物管理事業変更

許可との整合性に関する説明書」（以下「説明書」という。）の作成にあたって

の作成要領を示す。 

 

2.  基本方針 

設工認が事業変更許可申請書の基本方針に従った詳細設計であることを，事

業変更許可申請書との整合性により説明する。 

事業変更許可申請書との整合性は，事業変更許可申請書「本文（四号）」と

設工認のうち「基本設計方針」及び「機器等の仕様に関する記載事項」（以下

「仕様表」という。）について説明する。 

 

 

また，事業変更許可申請書「添付書類五」のうち「本文（四号）」に係る設

備設計を記載している箇所については，事業変更許可申請書「本文（四号）」

の関連情報として記載する。 

（記載例①参照） 

本資料は，本設工認の申請範囲に対する許可との整合性を示す資料であるた

め，申請範囲外に関する設工認は記載しない。 

 

3. 説明書の構成 

（１） 説明書の構成は，以下のとおり。 

・表紙 

・目次 

・概要 

・基本方針 

・説明書の構成 

・廃棄物管理事業変更許可との整合性 

 

（２） 「廃棄物管理事業変更許可との整合性」内の文章構成は事業変更許可申

請書「本文（四号）」に記載された順とする。 

（記載例②参照） 

また，様式は比較表形式とし，左欄から「事業変更許可申請書（本

文）」，「事業変更許可申請書（添付書類五）該当事項」，「設工認申

請書 該当事項」，「整合性」及び「備考」を記載する。 

（記載例③参照） 

 

 

別紙２ 

発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書の作成要領 

 

 

1. 概要 

本資料は，工事計画認可申請書（以下「工事の計画」という。）に添付

書類として要求される「発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説

明書」（以下「説明書」という。）の作成にあたっての作成要領を示す。 

 

2. 基本方針 

工事の計画が設置変更許可申請書の基本方針に従った詳細設計であるこ

とを，設置変更許可申請書との整合性により説明する。  

設置変更許可申請書との整合性は，設置変更許可申請書「本文（五

号）」と工事の計画のうち「基本設計方針」及び「機器等の仕様に関する

記載事項」（以下「要目表」という。）について説明するとともに，設置

変更許可申請書「本文（十号）」に記載する解析条件についても整合性を

説明する。  

また，設置変更許可申請書「添付書類八」のうち「本文（五号）」に係

る設備設計を記載している箇所については，設置変更許可申請書「本文

（五号）」の関連情報として記載する。  

（記載例①参照）  

本資料は，本工事計画の申請範囲に対する許可との整合性を示す説明書

であるため，申請範囲外に関する工事の計画は記載しない。 

 

3.説明書の構成 

(1)説明書の構成は，下記のとおり。 

・表紙 

・目次 

・概要 

・基本方針 

・説明書の構成 

・発電用原子炉の設置の許可との整合性 

 

(2)「発電用原子炉の設置の許可との整合性」内の文章構成は設置変更許

可申請書「本文（五号）」に記載された順とする。 

（記載例②参照） 

また，様式は比較表形式とし，左欄から設置変更許可申請書「本

文（五号）」，設置変更許可申請書「添付書類八」，「工事の計

画」，「整合性」及び「備考」を記載する。 

なお，設置変更許可申請書「本文（十号）」については，設置変

更許可申請書「本文（五号）」内の該当箇所に挿入する。 

（記載例③参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・E施設はSAが無い

ため削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・申請書フレーム

内の名称と整合化 

・E施設はSAが無い

ため削除 
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＜比較検討＞ 

  

発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

  

（３）「設工認申請書 該当事項」に基本設計方針を記載する場合は，施設区

分，番号及び表題を記載し，「基本設計方針」であることも記載する。 

さらに，「基本設計方針」が共通項目の場合にはその旨も記載する。 

 

（記載例④参照） 

また，仕様表を記載する場合は，施設区分を記載し，「仕様表」であるこ

とも記載する。 

（記載例⑤参照） 

 

（４） 事業変更許可申請書と設工認との整合性確認については，「事業変更許

可申請書（本文）」と同等の「設工認申請書 該当事項」の記載箇所に実

線のアンダーラインを引く。 

（記載例⑥参照） 

   また，記載が異なる箇所には破線のアンダーラインを引き，「設工認申請

書 該当事項」が「事業変更許可申請書（本文）」と整合していることを

「整合性」欄に記載する。 

（記載例⑦参照） 

整合性の結果については，「事業変更許可申請書（本文）」の各項目

（イ，ロ，ハ，…）の冒頭に整合結果を総括して記載する。 

 

 

 

また，「本文（四号）」との整合性に関する補足説明は原則として「整合

性」欄に記載するが，欄外に記載する場合は別途，二重枠囲みにより記載す

る。 

（記載例⑧参照） 

なお，整合性を説明する記載の例は表１のとおり。 

 

 

 

 

(3) 「工事の計画」に基本設計方針を記載する場合は，施設区分，番号

及び表題を記載し，「基本設計方針」であることも記載する。 

さらに，「基本設計方針」が共通項目の場合にはその旨も記載す

る。 

（記載例④参照）  

また，要目表を記載する場合は，施設区分を記載し，「要目表」

であることも記載する。 

（記載例⑤参照） 

 

(4) 設置変更許可申請書と工事の計画との整合性確認については，設置

変更許可申請書「本文（五号）」と同等の「工事の計画」の記載箇

所に実線のアンダーラインを引く。  

（記載例⑥参照）  

また，記載が異なる箇所には破線のアンダーラインを引き，「工

事の計画」が設置変更許可申請書「本文（五号）」と整合している

ことを「整合性」欄に記載する。  

（記載例⑦参照）  

整合性の結果については，設置変更許可申請書「本文」の各項目

（イ，ロ，ハ，…）の冒頭に整合結果を総括して記載する。  

設置変更許可申請書「本文（十号）」との整合性に関する補足説

明は一重枠囲みにより記載する。  

（記載例⑧a参照）  

また，「本文（五号）」との整合性に関する補足説明は原則とし

て「整合性」欄に記載するが，欄外に記載する場合は別途，二重枠

囲みにより記載する。 

（記載例⑧b参照） 

なお，整合性を説明する記載の例は表1のとおり。 

 

(5) 設備の兼用について整合性を説明する場合，工事の計画の欄には兼

用している設備の主登録先の要目表等を記載し，設置変更許可申請

書の兼用記載との整合性を示す。 

（記載例⑨参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・E施設はSAが無い

ため削除 

 

 

 

 

 

 

 

・E施設は設備兼用

が無いため削除 
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 （５） その他 

・「基本設計方針」又は事業変更許可申請書「添付書類五」の段落の一部を

抜粋する場合，「中略」と記載して抜粋であることを明示する。 

（記載例⑩参照） 

 

・説明書中のほかの箇所を指す場合は，「事業変更許可申請書（本文）」

の項目をアドレスとして表示する。（例：事業変更許可申請書（本文）

「イ.(1) 敷地の面積及び形状」に示す。） 

（記載例⑪参照） 

 

・整合性を説明するために，記載箇所を明示する必要がある場合又は同じ段

落に複数の説明箇所がある場合には，該当箇所に番号を記載する。（例：

ロ-①） 

（記載例⑫参照） 

 

・変更許可申請書「添付書類五」については，上記（4）において設工認に

アンダーラインを引いた箇所について，同等の記載箇所には実線，記載が

異なる箇所には破線のアンダーラインを引いて明示する。 

（記載例⑬参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) その他 

・「基本設計方針」又は設置変更許可申請書「添付書類八」の段落の一

部を抜粋する場合，「中略」と記載して抜粋であることを明示する。 

（記載例⑩参照） 

 

・説明書中のほかの箇所を指す場合は，設置変更許可申請書「本文」の

項目をアドレスとして表示する。（例：設置変更許可申請書（本文）

「ニ.(3)(ⅱ)使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備」に示す。） 

（記載例⑪参照） 

 

・整合性を説明するために，記載箇所を明示する必要がある場合又は同

じ段落に複数の説明箇所がある場合には，該当箇所に番号を付記す

る。（例：ロ－①） 

（記載例⑫参照） 

 

・設置変更許可申請書「添付書類八」については，上記(4)において工事

の計画にアンダーラインを引いた箇所について，同等の記載箇所には

実線，記載が異なる箇所には破線のアンダーラインを引いて明示す

る。 

（記載例⑬参照） 
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表１ 整合性の記載パターン（例） 

ケース 記載例 

各項の整合性結果 

（記載例⑭参照） 

事業変更許可申請書（本文）第四号〇

項において，設工認の内容は，以下の

とおり整合している。 

 

設工認の記載が事業変更許可

申請書（本文）の記載と同義

（同一設備又は含む）記載と

なっている場合 

（記載例⑮参照） 

設工認の「〇〇」は，（必要に応じて

理由を記載）事業変更許可申請書（本

文）の「△△」〔の内容，の区分〕と

同義〔同一設備〕であり〔を含んでお

り，記載しており〕整合している。 

 

 

事業変更許可申請書（本文）

の記載を設工認では具体的に

〔詳細に〕記載している場合 

（記載例⑯参照） 

設工認の「〇〇」は，〔必要に応じて

理由を記載〕事業変更許可申請書（本

文）の「△△」を具体的に〔詳細に〕

記載しており整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書（本文）

との整合性を別の箇所で説明

する場合 

（記載例⑰参照） 

事業変更許可申請書（本文）「□.□

◇◇◇」に示す。 

今回の設工認の対象外の事項 

（記載例⑱参照） 

事業変更許可申請書（本文）において

許可を受けた「〇〇」は，本設工認の

対象外である。 

 

事業変更許可申請書（本文）

で詳細設計を不要としている

事項 

（記載例⑲参照） 

事業変更許可申請書（本文）で設計上

の考慮は不要としている。 

単位等が異なるため，記載す

る数値（寸法，圧力等）が異

なる場合 

（計算式，単位換算等にて整合性を示

す。） 

外径＝内径＋板厚×2 

〇〇MPa＝△△kg/cm2G 

運用のため保安規定で対応す

る事項 

事業変更許可申請書（本文）の「〇

〇」は，保安規定にて対応する。 

 
 

 

表1 整合性の記載パターン（例） 

ケース 記載例 

各項の整合性結果 

（記載例⑭参照） 

設置変更許可申請書（本文）第

五号〇項において，工事の計画

の内容は，以下の通り整合して

いる。 

工事の計画の記載が設置変

更許可申請書（本文）の記

載と同義〔同一設備又は含

む〕記載となっている場合 

（記載例⑮参照） 

工事の計画の「○○」は，〔必

要に応じ理由を記載〕設置変更

許可申請書（本文）の「△△」

〔の内容，の区分〕と同義〔同

一設備〕であり〔を含んでお

り，記載しており〕整合してい

る。 

設置変更許可申請書（本

文）の記載を工事の計画で

は具体的に〔詳細に〕記載

している場合 

（記載例⑯参照） 

工事の計画の「○○」は，〔必

要に応じ理由を記載〕設置変更

許可申請書（本文）の「△△」

を具体的に〔詳細に〕記載して

おり整合している。 

同一機器（○○）で設備

（系統）区分が工事の計画

（設備名）と設置変更許可

申請書（本文）（設備名）

で異なる場合 

（記載例⑨参照） 

「○○」は，設置変更許可申請

書（本文）における「設備名」

を工事の計画の（主たる登録と

して）「施設名」のうち「設備

名」に整理しており整合してい

る。 

設置変更許可申請書（本

文）との整合性を別の箇所

で説明する場合 

（記載例⑰参照） 

設置変更許可申請書（本文）

「□.□◇◇◇」に示す。 

今回の工事の計画の対象外

の事項 

(記載例⑱参照） 

設置変更許可申請書（本文）に

おいて許可を受けた「○○」

は，本工事計画の対象外であ

る。 

設置変更許可申請書（本

文）で詳細設計を不要とし

ている事項 

（記載例⑲参照） 

設置変更許可申請書（本文）で

設計上の考慮は不要としてい

る。 

単位等が異なるため，記載

する数値（寸法，圧力等）

が異なる場合 

（計算式，単位換算等にて整合

性を示す。）  

外径＝内径＋板厚×2  

○○ MPa＝△△ kg/cm2G 

運用のため保安規定で対応

する事項 

設置変更許可申請書（本文）の

「〇〇」は，保安規定にて対応

する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・E施設は仕様表対

象となる兼用設備が

ないため、記載例⑨

は削除 
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廃棄物管理事業変更許可との整合性に関する説明書 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書 （例） 
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目      次 

 

頁 

1. 概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

2. 基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

3. 説明書の構成・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

4. 廃棄物管理事業変更許可との整合性 

四，廃棄物管理施設の位置，構造及び設備並びに廃棄の方法 

Ａ．廃棄物管理施設の位置，構造及び設備 

イ 廃棄物管理施設の位置 

(1) 敷地の面積及び形状・・・・・・・・・・・・イ－○ 

(2) 敷地内における主要な廃棄物管理施設の位置・イ－○ 

ロ 廃棄物管理施設の一般構造 

(1) 放射線の遮蔽に関する構造・・・・・・・・・ロ－○ 

(2) 核燃料物質等の閉じ込めに関する構造・・・・ロ－○ 

(3) 火災及び爆発の防止に関する構造・・・・・・ロ－○ 

(4) 耐震構造・・・・・・・・・・・・・・・・・ロ－○ 

(5) 耐津波構造・・・・・・・・・・・・・・・・ロ－○ 

(6) その他の主要な構造・・・・・・・・・・・・ロ－○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目      次 

 

頁 

1. 概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

2. 基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

3. 説明書の構成・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・１ 

4. 発電用原子炉の設置の許可との整合性 

五 発電用原子炉及びその付属施設の位置，構造及び設備 

    イ 発電用原子炉施設の位置 

（１） 敷地の面積及び形状・・・・・・・・・・・・・・イ-１ 

（２） 敷地内における主要な発電用原子炉施設の位置・・イ-〇 

 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

（１） 耐震構造・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ロ-１ 

（ⅰ）設計基準対象施設の耐震設計 

（ⅱ）重大事故等対処施設の耐震設計 

（２） 耐津波構造・・・・・・・・・・・・・・・・・・ロ-〇 

（ⅰ）設計基準対象施設に対する耐津波設計 

（ⅱ）重大事故等対処施設の耐津波設計 

（ⅲ）重大事故等対処施設の基準津波を超え敷地に 

遡上する津波の耐津波設計 

（３） その他の主要な構造・・・・・・・・・・・・・・ロ-〇 

（ⅰ）a.設計基準対象施設 

（ⅱ）b.重大事故等対処施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業変更許可申請

書の項目を反映 

 

 

記載例② 

設置変更許可申請書の本文五号の順番に記載する。 
記載例② 

事業変更許可申請書の本文四号の順番に記載す

る  
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領：別紙１ 許可との整合性】 

＜比較検討＞ 

 発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

  

ハ. 廃棄物管理設備本体の構造及び設備 ·································  

(1) 処理施設・・・・・・・・・・・・・・・・・ハ－○ 

(2) 管理施設・・・・・・・・・・・・・・・・・ハ－○ 

ニ. 放射性廃棄物の受入施設の構造及び設備 ·····························  

(1) 構造・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ニ－○ 

(2) 主要な設備及び機器の種類・・・・・・・・・ニ－○ 

(3) 受け入れる放射性廃棄物の種類及びその種類ごとの最大受入能

力・・・・・・・・・・・・・・・・・ニ－○ 

ホ. 計測制御系統施設の設備 ···········································  

(1) 主要な工程計装設備の種類・・・・・・・・・ホ－○ 

(2) その他の主要な事項・・・・・・・・・・・・ホ－○ 

ヘ. 放射線管理施設の設備 ·············································  

(1) 屋内管理用の主要な設備及び機器の種類・・・ヘ－○ 

(2) 屋外管理用の主要な設備及び機器の種類・・・ヘ－○ 

ト. その他廃棄物管理設備の付属施設の構造及び設備 ·····················  

(1) 気体廃棄物の廃棄施設・・・・・・・・・・・ト－○ 

(2) 液体廃棄物の廃棄施設・・・・・・・・・・・ト－○ 

(3) 固体廃棄物の廃棄施設・・・・・・・・・・・ト－○ 

(4) 非常用電源設備の構造・・・・・・・・・・・ト－○ 

(5) 主要な実験設備の構造・・・・・・・・・・・ト－○ 

(6) その他の主要な事項・・・・・・・・・・・・ト－○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 原子炉本体の構造及び設備 

（１）発電用原子炉の炉心・・・・・・・・・・・・・・・・ハ-1 

（ⅰ）構造 

（ⅱ）燃料体の最大挿入量 

（ⅲ）主要な核的制限値 

（ⅳ）主要な熱的制限値 

（２）燃料体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ハ-〇 

（ⅰ）燃料材の種類 

（ⅱ）燃料被覆材の種類 

（ⅲ）燃料要素の構造 

（ⅳ）燃料集合体の構造 

（ⅴ）最高燃焼度 

（３）減速材及び反射材の種類・・・・・・・・・・・・・・ハ-〇 

（４）原子炉容器 

（ⅰ）構造 

（ⅱ）最高使用圧力及び最高使用温度 

（５）放射線遮蔽体の構造・・・・・・・・・・・・・・・・ハ-〇 

（６）その他の主要な事項・・・・・・・・・・・・・・・・ハ-〇 

 
 

ニ核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の構造及び設備 

（１）核燃料物質取扱設備の構造・・・・・・・・・・・・ニ-1 

（２）核燃料物質貯蔵設備の構造及び貯蔵能力・・・・・・ニ-〇 

（ⅰ）新燃料貯蔵施設 

（ⅱ）使用済燃料貯蔵施設 

（３）核燃料物質貯蔵用冷却設備の構造及び冷却能力・・・ニ-〇 

（ⅰ）燃料プール冷却浄化系 

（ⅱ）使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

 

 

＜以下、省略＞ 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領：別紙１ 許可との整合性】 

＜比較検討＞ 

 発電炉 工認手続きガイド 廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 発電炉 工認作成要領 備考 

 1. 概要 

 本資料は，「核燃料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下

「法」という。）第 51 条の 5 第 1 項の許可を受けたところによる廃棄物管理施設

の設計及び工事の計画であることが，法第 51条の 7第 3項 1号で認可基準として

規定されており，当該基準に適合することを説明するものである。 

 

2. 基本方針 

 設計及び工事の計画が廃棄物管理事業変更許可申請書（以下「事業変更許可申

請書」という。）の基本方針に従った詳細設計であることを，事業変更許可申請

書との整合性により示す。 

 事業変更許可申請書との整合性は，事業変更許可申請書「本文（四号）」と設

計及び工事の計画のうち「基本設計方針」及び「設計条件及び仕様」（以下「仕

様表」という。）について示す。 

 

 また，事業変更許可申請書「添付書類五」のうち「本文（四号）」に係る詳細

設計を記載している箇所については，変更許可申請書「本文（四号）」の関連情

報として記載する。 

 なお，事業変更許可申請書の基本方針に記載がなく，設計及び工事の計画にお

いて詳細設計を行う場合は，事業変更許可申請書に抵触するものではないため，

本資料には記載しない。 

 

3. 説明書の構成 

（１）説明書の構成は比較表形式とし，左欄から「事業変更許可申請書（本

文）」，「事業変更許可申請書（添付書類五）」，「設工認申請書」，「整合

性」及び「備考」を記載する。 

（２）説明書の記載順は，事業変更許可申請書「本文（四号）」に記載する

順とする。 

 

（３）事業変更許可申請書と設計及び工事の計画の記載が同等の箇所には，

実線のアンダーラインで明示する。記載等が異なる場合には破線のアン

ダーラインを引くとともに，設計及び工事の計画が事業変更許可申請書

と整合していることを明示する。 

（４）事業変更許可申請書「本文（四号）」との整合性に関する補足説

明は原則として「整合性」欄に記載するが，欄内に記載しきれない

ものについては別途，二重枠囲みにより記載する。 

（５）事業変更許可申請書「添付書類五」については，上記（３）におい

て設計及び工事の計画にアンダーラインを引いた箇所について，同等

の記載箇所には実線，記載が異なる箇所には破線のアンダーラインを

引いて明示する。 

1. 概要 

  本資料は，「核燃料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以

下「法」という。）第43条の3の8第1項の許可を受けたところによる工事の計

画であることが，法第43の3の9第3項第1号で認可基準として規定されており，

当該基準に適合することを説明するものである。 

 

2. 基本方針 

  工事の計画が東海第二発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（以下「設

置変更許可申請書」という。）の基本方針に従った詳細設計であることを，設

置変更許可申請書との整合性により示す。 

  設置変更許可申請書との整合性は，設置変更許可申請書「本文（五号）」と

工事の計画のうち「基本設計方針」及び「機器等の仕様に関する記載事項」

（以下「要目表」という。）について示すとともに，設置変更許可申請書「本

文（十号）」に記載する解析条件についても整合性を示す。 

  また，設置変更許可申請書「添付書類八」のうち「本文（五号）」に係る詳

細設計を記載している箇所については，設置変更許可申請書「本文（五号）」

の関連情報として記載する。 

  なお，設置変更許可申請書の基本方針に記載がなく，工事の計画において詳

細設計を行う場合は，設置変更許可申請書に抵触するものではないため，本資

料には記載しない。 

 

3. 説明書の構成 

（１）説明書の構成は比較表形式とし，左欄から「設置変更許可申請書（本

文）」，「設置変更許可申請書（添付書類八）」，「工事の計画」，「整

合性」及び「備考」を記載する。 

（２）説明書の記載順は，設置変更許可申請書「本文（五号）」に記載する順

とする。なお，「本文（十号）」については，「本文（五号）」内の該当

箇所に挿入する。 

（３）設置変更許可申請書と工事の計画の記載が同等の箇所には，実線のアン

ダーラインで明示する。記載等が異なる場合には破線のアンダーラインを

引くとともに，工事の計画が設置変更許可申請書と整合していることを明

示する。 

（４）設置変更許可申請書「本文（十号）」との整合性に関する補足説明は一

重枠囲みにより記載する。設置変更許可申請書「本文（五号）」との整合

性に関する補足説明は原則として「整合性欄」欄に記載するが，欄内に記

載しきれないものについては別途，二重枠囲みにより記載する。 

（５）設置変更許可申請書「添付書類八」については，上記（３）において工

事の計画にアンダーラインを引いた箇所について，同等の記載箇所には実

線，記載が異なる箇所には破線のアンダーラインを引いて明示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・E施設はSAが無い

ため削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・E施設はSAが無い

ため削除 

 

 

 

 

・E施設はSAが無い

ため削除 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領：別紙１ 許可との整合性】 
＜比較検討＞ 

発電炉 工認作成要領 

 
廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五）該当事項 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

四、廃棄物管理施設の位置、構造及び設備並びに廃棄の

方法 

Ａ．廃棄物管理施設の位置，構造及び設備 

イ．廃棄物管理施設の位置 

廃棄物管理施設の敷地は，青森県上北郡六ヶ所村大字尾

駮（おぶち）の標高 60ｍ前後の弥栄平（いやさかたい）

と呼ばれる台地にあり，北東部が尾駮沼に面している。

敷地内の地質は，新第三紀層及びこれを覆う第四紀層か

らなっている。敷地に近い主な都市は，三沢市（南約 30

ｋｍ），むつ市（北北西約 40ｋｍ），十和田市（南南西約

40ｋｍ），八戸市（南南東約 50ｋｍ）及び青森市（西南

西約 50ｋｍ）である。 

敷地の位置及び廃棄物管理施設配置概要図を第２図に

示す。 

 

(１) 敷地の面積及び形状 

敷地は，北東部を一部欠き，西側が緩い円弧状の長

方形に近い部分と，その南東端から東に向かう帯状

の部分からなり，帯状の部分は途中で二またに分か

れている。総面積は，帯状の部分約 30万ｍ２も含め

て約 390 万ｍ２である。敷地内の北部及び東部は，

丘陵になっている。 

 

安全上重要な施設及びそれらを支持する建物・構

築物は，基準地震動による地震力が作用した場合に

おいても，接地圧に対する十分な支持性能を有する

地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作

用することによって弱面上のずれが発生しない(1)-

①ことも含め，基準地震動による地震力に対する支

持性能を有する地盤に設置する。 

その他の安全機能を有する施設については，耐震

重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作

用した場合においても，接地圧に対する十分な支持

性能を有する地盤に設置する。 

安全上重要な施設は，地震発生に伴う地殻変動に

よって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発

生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺す

り込み沈下の周辺地盤の変状により，その安全機能

が損なわれるおそれがない(1)-②地盤に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5 耐震設計及び耐津波設計 

 

1.5.3 基礎地盤の支持性能 

(１) 安全機能を有する施設は，耐震設計上の

重要度に応じた地震力が作用した場合に

おいても，当該安全機能を有する施設を

十分に支持することができる地盤に設置

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本設計方針)「共通項目」 

1. 地盤等 

1.1 地盤 

廃棄物管理施設のうち，地震の発生によって生

じるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する

放射線による公衆への影響の程度が特に大きい施

設（以下「安全上重要な施設」という。）及びそれ

らを支持する建物・構築物は，その供用中に大き

な影響を及ぼすおそれがある地震による加速度に

よって作用する地震力（以下「基準地震動」とい

う。）による地震力が作用した場合においても，接

地圧に対する十分な支持性能を有する地盤に設置

する。 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が

作用することによって弱面上のずれが発生しない

(1)-①地盤として，事業許可を受けた地盤に設置

する。 

その他の安全機能を有する施設については，耐

震重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力

が作用した場合においても，接地圧に対する十分

な支持力を有する地盤に設置する。 

廃棄物管理施設のうち，安全上重要な施設は，

地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤

の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築

物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下の周

辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれる

おそれがない(1)-②地盤として，事業許可を受け

た地盤に設置する。 

事業変更許可申請書

（本文）第四号イ項

において，設計及び

設工認の内容は，以

下のとおり整合して

いる。 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許

可を受けた「廃棄物

管理施設の位置」及

び「敷地の面積及び

形状」は，本設工認の

対象外である。 

 

 

 

 

設工認の(1)-①は、

事業変更許可申請書

（本文）の(1)-①と

同義であり整合して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

記載例② 
変更許可申請書の本文四号の順番に記

載する 

記載例⑬ 
「設工認」と同等の変更許可申請書「添付書類

五」の記載箇所に実線のアンダーライン、異な

る箇所に破線のアンダーラインを引く。 

記載例⑥ 
「事業変更許可申請書（本文）」と同等の「設工

認」の記載箇所に実線のアンダーラインを引く。 

記載例④ 
基本設計方針の該当番号及び表題を記載す

る。 

記載例⑱ 
今回の設工認の対象外の事項である

場合 

記載例⑭ 

各項毎に、項の冒頭に整合結果を統括して記載する。 

記載例① 
本文四号の設計条件に該当する添付書類五

を記載する。 

記載例④ 

設工認の該当箇所が基本設計方針の場

合には「（基本方針設計）」と記載する。 

記載例⑮ 
設工認が事業変更許可申請書（本文）

の記載と異なるが、同義である場合 

記載例③ 
様式は比較

表形式とし，

左欄から「事

業変更許可

申請書（本

文）」，「事業

変更許可申

請書（添付書

類五）該当事

項」，「設工認

申請書  該

当事項」，「整

合性」及び

「備考」を記

載する。 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領：別紙１ 許可との整合性】 
＜比較検討＞ 

発電炉 工認作成要領 
 

廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 
事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五）該当事項 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

(ⅲ) (4)(ⅲ)安全機能を有する施設は，

耐震設計上の重要度に応じた地震力が

作用した場合においても当該安全機能

を有する施設を十分に支持することが

できる地盤に設置する。 

 

 

 

 

 

(ⅳ) Ｓクラスの(4)(ⅳ)施設は，基準地

震動による地震力に対してその安全機

能が損なわれるおそれがないように設

計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5.3 基礎地盤の支持性能 

(１) 安全機能を有する施設は，耐震設

計上の重要度に応じた地震力が作

用した場合においても，当該安全機

能を有する施設を十分に支持する

ことができる地盤に設置する。 

＜中略＞ 

 

1.5.1 耐震設計の基本方針 

＜中略＞ 

(３)  Ｓクラスの安全機能を有する施

設は，その供用中に大きな影響を及

ぼすおそれがある地震動（以下「基

準地震動」という。）による地震力に

対してその安全機能が損なわれる

おそれがないように設計する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 耐震設計の基本方針 

＜中略＞ 

b. Ｓクラスの(4)(ⅳ)安全機能を有す

る施設は，その供用中に大きな影響を

及ぼすおそれがある地震動（以下「基

準地震動」という。）による地震力に

対してその安全機能が損なわれるお

それがないように設計する。 

＜中略＞ 

 

 

事業変更許可申

請書（本文）の

(4)(ⅲ )は事業

変更許可申請書

（ 本 文 ） の

「イ .(1) 敷地

の 面 積 及 び 形

状」に示す。 

 

設計及び工事の

計画の (4)(ⅳ )

は、事業変更許

可申請書（本文）

の (4)(ⅳ )と同

義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

記載例⑩ 

段落の一部記載を抜粋する場

合、〈中略〉と記載する。 

記載例⑦ 
記載が異なる箇所には破線のアンダー

ラインを引き、「設工認」が変更許可申

請書「本文（四号）」と整合しているこ

とを「整合性」欄に記載する。 

記載例⑫ 
整合性を説明するために記載箇

所を明示する必要がある場合に

番号を記載 

記載例⑪ 

説明書中の他の箇所を指す場

合は、事業変更許可申請書「本

文」の項目をアドレスとして表

示する。 

記載例⑰ 

事業変更許

可申請書（本

文）との整合

性を別の箇

所で説明す

る場合 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領：別紙１ 許可との整合性】 
＜比較検討＞ 

発電炉 工認作成要領 

 

廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 
事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五）該当事項 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

(ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

ガラス固化体貯蔵設備 

(ａ) ガラス固化体貯蔵建屋 

(イ) 貯蔵建屋床面走行クレーン 

台 数 １ 

種 類 しゃへい容器付床面走行形 

（しゃへい容器付きトロリはガラス固化体貯蔵建

屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレーンと共用） 

(ロ) 貯蔵ピット 

基 数 ２ 

種 類 間接自然空冷貯蔵方式 

構 成 収納管及び通風管 各 80本／基 

容 量 ガラス固化体 720本／基 

（ガラス固化体９本／収納管１本） 

主要寸法  収納管内径 約 44ｃｍ 

収納管外径 約 46ｃｍ 

収納管長さ 約 16ｍ 

通風管内径 約 58ｃｍ 

通風管長さ 約 12ｍ 

主要材質 炭素鋼 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2－１表 ガラス固化体貯蔵設備の主要設備の

仕様 

(１) ガラス固化体貯蔵建屋 

a. 貯蔵建屋床面走行クレーン 

種 類 しゃへい容器付床面走行形 

（しゃへい容器付きトロリはガラス固化体貯蔵建 

屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレーンと共用） 

台 数 １ 

容 量 約 40ｋＮ（約４ｔ） 

b. 貯蔵ピット 

種 類 間接自然空冷貯蔵方式 

基 数 ２ 

構 成 収納管及び通風管 各 80本／基 

容 量 ガラス固化体 720本／基 

（ガラス固化体９本／収納管１本） 

寸 法 約 26ｍ×約６ｍ×高さ約 17ｍ 

収納管内径 約 44ｃｍ 

収納管外径 約 46ｃｍ 

収納管長さ 約 16ｍ 

通風管内径 約 58ｃｍ 

通風管長さ 約 12ｍ 

主要材質 炭素鋼 

【廃棄物管理施設本体】（仕様表） 

 

設計及び工事の

計画の①は、事

業変更許可申請

書（本文）を具

体的に記載して

おり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 変更前 変更後 

名 称 
貯蔵建屋床面走行クレ

ーン 

変更なし 

種 類 
しゃへい容器付床面走

行形 

設計条件 耐震クラス 
Ｂ（しゃへい容器は

Ｓ） 

仕

様 

ｸﾚｰﾝ 
容量（定格荷重） 4ｔ 

台 数 1 

し
ゃ
へ
い
容
器 

主
要
寸
法 

内 径 1512ｍｍ 

し
ゃ
へ
い
体
厚
さ 

頂
部 

鉄部 100+260ｍｍ 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ部 180ｍｍ 

胴
部 

鉄部 340ｍｍ 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ部 250ｍｍ 

全 高 5700ｍｍ 

基 数 1 

特 記 事 項 

（新規追加） 

 

 

 

 

 

 

 

(1)つりワイヤの二重化

を施す。 

 

(1) しゃへい容器

付きトロリは，ガラ

ス固化体貯蔵建屋の

貯蔵建屋床面走行ク

レーンとガラス固化

体貯蔵建屋 B棟の貯

蔵建屋床面走行クレ

ーンで共用する。 

(2) ガラス固化体

の落下防止のためつ

りワイヤの二重化を

施す。 

記載例⑤ 
設工認の該当箇所が仕様表の

場合は、「（仕様表）」と記載す

る。 

記載例⑤ 
設工認の該当箇所が記載され

ている施設区分を記載する。 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領：別紙１ 許可との整合性】 
＜比較検討＞ 

 
発電炉 工認作成要領 

 

廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 
事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五）該当事項 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

他シートに統合につき、削除 
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発電炉工認手続きガイド及び作成要領を踏まえた廃棄物管理施設の設工認作成要領【添付書類の作成要領：別紙１ 許可との整合性】 
＜比較検討＞ 

発電炉 工認作成要領 

 

廃棄物管理施設 設工認作成要領（案） 
事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五）該当事項 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

(６) その他の主要な構造 

 

(ａ) 外部からの衝撃による損傷の防止 

廃棄物管理施設は，敷地内又はその周辺の自然環境

を基に想定される洪水，風（台風），竜巻，凍結，降

水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事

象，森林火災等の自然現象（地震及び津波を除く。）

又は地震及び津波を含む組合せに遭遇した場合におい

て，自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結

果として当該施設で生じ得る環境条件においても，安

全性を損なわない設計とする。ロ．(6)(i)(a)① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｃ) 核燃料物質の臨界防止 

 廃棄物管理施設で取り扱うガラス固化体中の核分裂性

物質の含有量は小さく，臨界に達することは考えられな

いことから，臨界を防止するための措置を講ずる必要は

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6 その他 

1.6.1 構造設計等 

(４) 原子力規制委員会の定める「事業許可基準規

則」第八条では，廃棄物管理施設は，外部からの衝撃

による損傷防止として，想定される自然現象（地震及

び津波を除く。）又は人為事象が発生した場合におい

ても安全性を損なわないものでなければならないと

している。 

安全機能を有する施設は，想定される自然現象（地震

及び津波を除く。）又は人為事象の影響を受ける場合

においても安全機能を損なわない方針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜適合のための設計方針＞ 

 廃棄物管理施設で取り扱うガラス固化体中の核分

裂性物質の含有量は小さく，臨界に達することは考

えられないことから，臨界を防止するための措置を

講ずる必要はない。 

3.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

廃棄物管理施設は，敷地内又はその周辺の

自然環境を基に想定される洪水，風（台

風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑

り，火山の影響，生物学的事象，森林火災等

の自然現象（地震及び津波を除く。）又は地

震及び津波を含む自然現象の組合せがもたら

す環境条件及びその結果として当該施設で生

じ得る環境条件において，その安全性を損な

うおそれがある場合は，防護措置，基礎地盤

の改良その他，供用中における運転管理等の

運用上の適切な措置を講じる。ロ．(6)(i)(a)

① 

なお，敷地内又はその周辺で想定される自

然現象のうち，洪水及び地滑り並びに津波に

ついては，立地的要因により設計上考慮しな

いこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 廃棄物管理施設で取り扱うガラス固化体中の核

分裂性物質の含有量は小さく，臨界に達すること

は考えられないことから，臨界を防止するための

設備及び必要な措置はない。 

 

 

設 工 認 の ロ ．

(6)(i)(a)①は，事業

変更許可申請書（本文）

のロ．(6)(i)(a)①を

具体的に記載しており

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）で設計上の考

慮は不要としている。 

 

該当なし。 

記載例⑲ 

事業変更許可申請書（本文）で詳細設計

を不要としている事項 

記載例⑯ 

設工認が事業変更許可申

請書（本文）の記載を具体

的に記載している場合 

整合性 

設工認の〇〇〇〇の「〇〇」は，事業変更許可申請書（本文）のロ．

(6)(i)(a)①の「〇〇」を示している。 

 

記載例⑧ 

変更許可申請書（本文）との整合性に関する説明を欄外

に記載する場合は，二重枠囲みにより記載する。 




